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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、水質保全・生態系保全・災害リスク軽減・貧困削減

など多面的視点から生態系サービスの支払制度(PES)を拡張し、途上国の持続可能な流域管理に

向けた制度設計をおこなうことである。フィリピンのシラン–サンタ・ロザ流域を対象とした分

析の結果、多くの農家は PES に参加する意志を有していることが示された。また、PES におけ

る支払制度として、農家によって異なる金額を支払う方法（flexible payment）を採択するこ

とにより費用対効果が大幅に向上することが示された。 
 
 
研究成果の概要（英文）：The objective of this study is to design payment for ecosystem 
services (PES) that addresses flood risks and poverty reduction as well as improvement 
of ecosystem services in the Philippines. Our results show that quite a few farmers have 
significant willingness to accept PES payment and adopt agroforestry. Given our results, 
we conducted a policy simulation of two payment schemes of PES, uniform and flexible 
payments. We found that flexible payment outperform uniform payment and improves the 
cost-effectiveness of the program significantly. 
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１．研究開始当初の背景 
  生態系サービスへの支払い制度（PES）は、
生態系サービスの受益者から提供者への自発
的な支払い制度の総称であり、森林保全・農
地保全・水源地管理などにおける新しい政策
枠組みとして近年注目を集めている。国内で
も森林環境税や水田直接支払いなど、PESに該
当する取り組みがすでに実施されている。 
  PESの普及は森林保全の分野で顕著である

が、農業分野における適用事例はまだ限定的
である。しかしながら、国内でも水田の多面
的機能が注目されてきているように、農地が
提供する生態系サービスは幅広く、その保全
に向けたPES適用の余地は決して小さくない。
これは多くの途上国においても同様であるが、
先進国と比較しても農地の過剰利用などによ
る土壌劣化の問題は深刻な場合が多く、土壌
保全対策の必要性はより高いと考えられる。 
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  また途上国では、土壌劣化の問題が生態系
サービスの減少だけでなく、豪雨などの際の
災害リスクの増大や、中長期的な収量低下に
よる貧困の拡大などとも関連している例が少
なくない。そのため途上国ではPESを単に生態
系保全の手段としてではなく、災害リスクの
軽減や貧困削減も視野に入れた、多面的な政
策枠組みとして捉え直す必要があるといえる。 

 
２．研究の目的 
  本研究の目的は、水質保全・生態系保全・
災害リスク軽減・貧困削減など多面的視点か
らPESを拡張し、途上国の持続可能な流域管理
に向けた制度設計をおこなうことである。 

 

図1. シラン–サンタ・ロザ流域 

そこで本研究では生態系の劣化、農業生産の
減少、洪水リスクの増大などが顕著な問題と
なっているフィリピンのシラン–サンタ・ロザ
流域を対象に、PESの有効性に関する実証研究
をおこなった。 

 

３．研究の方法 
  PESの有効性を検証するためには、農業生産
や農家の属性について、詳細な情報を収集す
る必要がある。そのため、本研究では対象地
域（シラン–サンタ・ロザ流域）における農家
の聞き取り調査を、2012年11-12月の期間に総
合地球環境学研究所（京都市）と共同で実施
した。なお、調査対象地域については、農業
が特に盛んで生態系サービスなどの劣化が深
刻とされる、上流域における5集落とした。 
  調査では栽培作物や生産方法、肥料・農薬
などの投入物の量やコスト、また作物の面積
あたり収量・収入などについて詳細な情報を
収集した。また、回答者の年齢、家族構成、
年収、最終学歴など個人的な属性についても、
同意を得られる範囲で回答を求めた。次に、
仮想的なPESプログラムに関するアンケート

をおこった。そのなかでは、政策の内容と支
払金額をランダムに提示し、回答者がPESに参
加するか否かに関する反応を収集し、統計分
析の基盤とした。 

 

 
４．研究成果 
  具体的な成果は以下の通りである。まず生
態系サービスの供給者(上流域の農家)を対象
に、聞き取りおよびアンケートにもとづくPES
への参加と、保全型農業としてのアグロフォ
レストリーへの移行に関する受入意志の調査
をおこなった。離散型選択モデルによる推計
の結果、多くの農家はPESに参加して慣行農法
からアグロフォレストリーに移行する意志を
有していることが示された。PESを受け入れる
ために最低限必要な金額は農家により大きく
異なり、その水準は農地の生産性、地理的条
件、生態系サービスに対する認識などが有意
に影響していることが明らかとなった。また、
将来に対する不確実性を回避するため、多く
の農家はさほど長期間でない契約（10年間）
を選好することが示された。 
 

 

表1. 離散型選択モデルによるPES採択モデル

の推計結果 

 
  推計結果をもとに、PESを採択するための受
入意志額を推計した結果、平均で1ヘクタール
あたり約16,000ペソ/年という結果を得た。こ
の金額は、対象地域におけるパイナップルな
どの慣行農法と保全型農法の収入の違いを比
較しても、妥当な水準と考えられる。このこ
とから、農家は収入の低下分が過不足なく補



償される限り、PESに参加して農法を変更する
ことに肯定的であると考えられる。なお、お
よそ半分の農家の受入意志額は10,000ペソ未
満であり、流域内の半分程度の農地をPESに参
入させるために必要な費用は、比較的低い水
準であることが示された（図2, 図4） 
 

 
図2. PESに対する受入意志額の分布 

 
  また、各農家のGPS情報をもとに、PESに対
する受入意志額の空間分布を推計した（図3）。
その結果、受入意志額は対象地域の中流〜上
流域において高く、特に中流域東部において
最大値が観測された。このような空間的差異
は、土地の生産性や市場へのアクセスなど、
経済的な要件に大きく影響されていることが
示された。 
 

 

図3. PESに対する受入意志額の空間分布 

 
  次に、PESにおける支払制度として、すべて
の農家に同じ金額を支払う方法（uniform 
payment）と、受入意志額に応じて異なる金額
を支払う方法（flexible payment）の費用対
効果を、政策シミュレーションにより分析し
た（図4）。それぞれの支払制度を比較した結
果、flexible paymentを採択することにより、
PESの費用対効果が大幅に改善されることが

示された。両支払制度の差は採択面積が拡大
するにしたがってより顕著となるため、比較
的大規模なPESを実施する場合、支払方法の選
択には特に注意が必要といえる。 
 

 

 

 

 

 

  
図4. PESにおける費用と採択面積の関係 

 
  最後に、本研究では生態系サービスの需要
者(下流域の一般世帯)を対象に、表明選好法
にもとづくアンケートをおこない、PES制度に
対する一般世帯の限界支払意志額（MWTP）を
推計した（表2）。その結果、多くの世帯はPES
に対する有意な支払意志をもっており、その
流域全体での合計金額は、PESを実際に運営す
るうえで十分な水準にあることが示された。
ただし、多くの住民は生態系サービスのなか
でも洪水リスクに対する関心が高く、防災・
減災としてのPESに対する需要が特に高いこ
とが明らかとなった。 
 

 

表2. 生態系サービスに対する一般世帯の 
限界支払意志額（MWTP） 

 
  この点にも配慮して、単に環境改善・生態
系保全を目指すのではなく、実施による防
災・減災効果を明示的な形で含めた制度設計
をおこなうことが重要である。このことが、
社会的なニーズが高く、費用対効果の面でも
望ましいPESを実現するために、必要な要素で
あると考えられる。 
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